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第４章第４章第４章第４章    これからの情報化の方向性これからの情報化の方向性これからの情報化の方向性これからの情報化の方向性    

４－１．第３次日田市情報化基本計画の方向性４－１．第３次日田市情報化基本計画の方向性４－１．第３次日田市情報化基本計画の方向性４－１．第３次日田市情報化基本計画の方向性    

（１）地域情報化 

 ①情報通信基盤の整備 

  第２次日田市情報化基本計画では、平成 23 年（2011 年）に実施されたテレビ

放送のデジタル方式への移行や、携帯電話、インターネット高速化の普及が進む

中、採算性の面から民間企業によるインフラ整備が困難な周辺地域に市が光ケー

ブルなどのインフラ

※

を整備し、ＣＡＴＶとインターネットサービスを提供した

ことにより、市内全域でのＣＡＴＶサービスと高速インターネット通信を実現す

ることができ、デジタルデバイド

※

の解消が図られました。 

今後は、新しい情報伝達手段としてＦＭラジオ放送を活用したコミュニティ放

送システムの支援についても検討します。 

また、国のデジタル化の推進により、防災行政無線について、同報系防災行政

無線についてはアナログ方式からデジタル方式への統一を行ってきました。今後

は、移動系についてもアナログ方式を廃止し、ＩＰ無線や簡易無線への整備を目

指します。 

実施計画 主管課 計画の実行による効果 新規・継続 

コミュニティ放送を

実施する団体の支援 

情報統計課 

 

ＦＭラジオを活用したコミュ

ニティ放送は、防災情報等の

情報伝達手段の補完や、地域

のコミュニティの活性化が期

待できることから、コミュニ

ティ放送を実施する団体（民

間企業を含む）を支援します。 

新規 

 

防災行政無線の整備 防災・危機管理室 合併以前から導入していた移

動系防災行政無線は、旧市町

村単位での通信しかできませ

んでしたが、現行のアナログ

方式から携帯電話網のデータ

通信機能を利用したＩＰ無

線、または携帯電話の電波が

届かない場所には簡易無線に

することにより市内全域での

通信が可能になります。 

継続 
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②ブロードバンド

※

環境の活用 

  今後は、ＣＡＴＶの４Ｋ、８Ｋ

※

など高画質放送への対応や無線ＬＡＮ

※

（Ｗ

ｉ－Ｆｉ

※

）、インターネット通信の超高速通信への対応などが求められるように

なっています。 

  また、学校の授業や災害時に活用するため、内閣府の「日本再興戦略 2016」

に基づき策定した「日田市教育情報化推進基本計画」等に沿った小中学校での無

線ＬＡＮ環境の整備を目指すともに、災害時の避難所や観光施設等における無線

ＬＡＮ環境の整備も併せて行います。さらに、テレワーク

※

の活用についても検

討を行います。 

実施計画 主管課 計画の実行による効果 新規・継続 

高画質（４Ｋ・８Ｋ

※

）

テレビ放送への対応 

情報統計課 今後、普及・発展が見込まれ

る高画質（４Ｋ・８Ｋ

※

）テレ

ビ放送への技術的な対応を市

内ＣＡＴＶ事業者と協議し、

市民が高精細、高機能な放送

サービスを受けられるよう取

り組んでいきます。 

新規 

超高速通信への対応 情報統計課 高速通信網は、市民や企業に

とって重要な通信インフラ

※

となっていることから、超高

速通信への対応を推進するこ

とによって、公共・地域情報

のみならず、商業・観光・防

災など幅広い分野へのさらな

る有効活用が期待されます。 

新規 

無線ＬＡＮ

※

（Ｗｉ-

Ｆｉ

※

）環境の整備 

観光課 

教育総務課 

関係各課 

観光施設や避難場所等で無線

ＬＡＮ

※

（Ｗｉ-Ｆｉ

※

）環境

が利用できるようになりま

す。また、学校の普通教室で

も常時ＩＣＴを活用した授業

が可能になり、児童生徒の情

報活用能力の向上が期待でき

ます。 

新規 

サテライトオフィス

※

などでのテレワー

ク

※

の活用 

情報統計課 

関係各課 

サテライトオフィス

※

などで

テレワーク

※

が行えるように

なります。 

新規 
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市民文化会館を拠点

とした文化情報の受

発信 

社会教育課 文化関係の各種情報について

受発信を継続して行います。 

継続 

 

 ③ＣＡＴＶ、インターネットプロバイダー

※

サービスの統合 

実施計画 主管課 
計画の実行による効果 新規・継続 

水郷テレビの運営・施

設管理を含めた民間

ケーブルテレビとの

一元化（公設民営化） 

情報統計課 第４次日田市行政改革実行プ

ラン（平成 25 年 3月）におい

て、「水郷テレビの運営管理

を、施設を含め民間ケーブル

ＴＶとの一元化を検討する」

としています。一元化の方法

として、水郷テレビの施設を

ＩＲＵ

※

契約で民間のケーブ

ルＴＶ会社へ賃貸する公設民

営化の方法で一元化を目指し

ます。公設民営化により、Ｃ

ＡＴＶ事業エリアによるテレ

ビ、インターネット等に関す

るサービス格差の是正が図ら

れます。また、ＣＡＴＶ及び

インターネットプロバイダー

※

事業に必要な機器点数を半

減することができ、経費の削

減が提供サービスの向上にも

つながります。             

新規 

 ④情報リテラシー（利活用能力）の向上 

  市民が等しくインターネットを介した情報提供等の恩恵を享受できるよう公

民館において実施しているパソコン講座について、今後も引き続き行うとともに、

普及が進んでいるスマートフォンなどの情報端末の講座開設についても検討し

ます。 

実施計画 主管課 計画の実行による効果 新規・継続 

パソコン講座の支援 社会教育課 市民が等しく情報提供の恩恵

を享受できるようになりま

す。 

 

継続 

ＮＰＯ団体等による

スマートフォンなど

の情報端末講座の支

援    

情報統計課 住民の情報利活用能力が向上

されます。             

継続 
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（２）行政情報化 

①市民の利便性の向上 

  マイナンバー制度

※

導入に伴い、住民票や印鑑証明等の各種証明書の交付につ

いて、近くのコンビニエンスストアで交付されるシステムの導入や、来庁時でも

各自の情報が検索できるマイナポータル

※

の運用に伴う住民公開用情報端末の導

入を目指します。 

  また、行政サービスにおける市民の利便性の向上として、市民が来庁すること

なく、24 時間、携帯電話やパソコンから、いつでも、どこでも簡易な電子申請

ができる手続きを行ってきました。今後も引き続きシステムの利用拡大を図り、

市民の利便性の向上を目指します。 

実施計画 主管課 計画の実行による効果 新規・継続 

各種証明書のコンビ

ニ交付サービスの導

入 

市民課、税務課 住民票、税務証明書等が近く

のコンビニエンスストアで交

付されます。 

新規 

マイナポータル

※

運

用開始に伴う住民公

開用端末の導入 

情報統計課 各自のマイナンバーに関する

情報を検索することができる

端末を本庁舎、各振興局に設

置します。 

新規 

簡易な電子申請がで

きる手続きの拡充 

情報統計課 行政手続きのイベント参加申

し込みなどインターネットを

通じ容易に行うことができま

す。 

継続 

ワンストップ窓口サ

ービスの提供 

関係各課 来庁者が各課において行って

いた行政手続きがワンストッ

プでできるようになります。 

継続 

 

 ②行政内部システムの最適化 

  マイナンバー制度の導入に伴いセキュリティの向上が求められ、１つのネット

ワークを３系統に分離しましたが、この状態では、経常的な経費を押し上げるこ

とが懸念されることから、再度、セキュリティレベルを維持しながらシステムの

シンクライアント

※

化、ネットワークの最適化による機器台数の削減などについ

て検討します。 

また、内部事務の効率化を目指し、庶務事務システムや、課税事務の効率化に

伴う個人住民税課税支援システムの新規導入を行います。 

さらに、内部事務を効率的に運用できるよう、職員研修の実施により各職員の

ＩＴ活用能力の向上について引き続き支援を行っていきます。 
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実施計画 主管課 計画の実行による効果 新規・継続 

ネットワークの整

理及び関連機器の

更新 

情報統計課 ネットワークの強靭化等によ

り複雑化したネットワークの

簡素化が図られます。 

新規 

グループウエア

※

の更新 

情報統計課 外部メール機能などの機能向

上が図られます。 

 

新規 

庶務事務システム

の導入 

総務課 行政事務の効率化が図られ、庶

務事務の改善やペーパーレス

化が行えます。 

 

新規 

電子決裁(文書)の

導入 

総務課 文書決裁における意思決定の

迅速化、ペーパーレス化が行え

ます。 

継続 

固定資産税システ

ムの改修 

税務課 状況類似地区内の宅地及び宅

地比準土地に対し、精度の高い

固定資産評価が行えるように

なります。 

新規 

家屋評価システム

のシンクライアン

ト

※

化の検討 

税務課 個人情報の保護対策図られま

す。 

継続 

個人住民税課税支

援システムの導入 

税務課 課税資料のペーパーレス化や

事務の効率化が図られます。 

 

新規 

公園施設の管理シ

ステムの導入 

都市整備課 公園施設情報が一元化されま

す。 

 

継続 

校務用シンクライ

アント

※

システム

の更新 

教育総務課 現在使用している校務用シン

クライアント

※

システムについ

て、サポート終了に合わせて更

新することで、情報漏えいのリ

スクが抑えられ、業務に支障を

きたすことなく運用できます。 

新規 

ＧＩＳ

※

（地図情報

システム）の拡充 

情報統計課 インターネットを利用するこ

とで、市民の方でも閲覧できる

ようになります。 

 

継続 
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無線ＬＡＮ

※

（Ｗｉ

－Ｆｉ

※

）を活用し

たタブレット端末

等の導入の検討 

情報統計課 無線ＬＡＮ

※

（Ｗｉ－Ｆｉ

※

）環

境が利用できるようになり、自

席以外の場所でもタブレット

端末等を使用した事務処理等

が行えるようになります。ま

た、環境整備を行う際、配線作

業等の手間が省けますが、無線

ＬＡＮ

※

利用のためのガイドラ

イン等の策定を検討する必要

があります。 

新規 

職員研修による職

員のＩＴ活用能力

の向上支援 

情報統計課 職員のＩＴ能力が向上するこ

とで事務処理の効率化が図れ

ます。 

継続 

 

 ③情報セキュリティ

※

の強化 

  マイナンバー制度

※

の導入に伴い、ネットワークを３系統に分離するなど、物

理的なセキュリティ強化を実施しましたが、今後は個人番号を含めた個人情報の

取り扱いをさらに向上させるため、各種研修や監査等を実施し、職員のセキュリ

ティ意識の向上を図ることで人的セキュリティの強化を行います。 

また、併せてシステム面からも事務効率にも配慮したセキュリティ強化を行い、

セキュリティレベルの向上を図ります。 

実施計画 主管課 計画の実行による効果 新規・継続 

学校セキュリティの

強化 

教育総務課 校務用と情報系のネットワー

クを分離することにより、個

人情報の漏えいが防げます。 

新規 

インターネット系ネ

ットワークのセキュ

リティ強化 

情報統計課 外部からの攻撃にさらされる

インターネット系ネットワー

クについて、大分県のセキュ

リティクラウドに参加するこ

とにより、強固なセキュリテ

ィ環境を利用できます。また、

日田市でも自動暗号化ツール

の導入等、独自のセキュリテ

ィ対策を実施し、多層防御に

より外部からの攻撃に備えま

す。 

新規 
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情報セキュリティ

※

訓練の実施 

情報統計課 情報セキュリティ

※

事故に遭

遇した場合を想定した模擬訓

練を実施することで、適切な

初動対応と事故処理をスムー

スに対処できるようになりま

す。 

新規 

情報セキュリティ

※

監査の実施 

情報統計課 マイナンバーを含め、各課の

セキュリティ対策を監査する

ことにより、セキュリティが

向上し、職員の個人情報を保

護する意識が高まります。 

継続 

日田市情報セキュリ

ティポリシー

※

に関

する職員研修の徹底 

情報統計課 セキュリティが向上し、職員

の個人情報を保護する意識が

高まります。 

継続 

事務効率にも配慮し

たセキュリティ強化

の研究 

情報統計課 マイナンバーの導入に伴うネ

ットワークの強靭化等により

ネットワーク等が複雑化して

います。複雑化したネットワ

ークのままでは事務の効率性

が良くならないため、セキュ

リティの強化を維持しつつ、

事務の効率化にも配慮したセ

キュリティ強化の方法につい

て研究します。 

新規 

 


